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1. はじめに
本研究では，ソイルセメントを用いた緩衝工（図 1参

照）を敷設した落石防護擁壁を対象に，既往の研究 1) に
おいて提案された転倒安定性に着目し，重心浮上量の考え
方に基づいた安定照査（手法 A，図2参照）について検討
を行った．また，照査結果の妥当性を検証するため，落
石対策便覧 2) に示されている安定照査手法（手法 B）に
よる検討も併せて実施した．
2. 検討条件
2.1 共通事項
本緩衝工を広く現場に普及させるため，以降では落石

条件および擁壁形状等を仮定し，各手法による安定照査
事例を提示する．また，本緩衝工は既設落石防護擁壁の
補強であり，“既設擁壁の現在の落石条件が当初設定より
も大きい状態であることが確認され，擁壁の耐衝撃性の
向上が必要となり，本緩衝工によって補強を行う”とい
う前提に立ち，補強前と補強後の安定計算を行うものと
する．図 3に本安定照査に用いた擁壁および緩衝工の形
状を示す．
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図 1 提案工法
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図 2 擁壁回転運動の模式図
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既設擁壁の当初の落石条件は，落石重量W1 = 5.616 kN

（落石寸法 D1 = 0.6 × 0.6 × 0.6 m），換算落下高さ H =30

m（衝突速度 v0 = 24.257 m/s），落石エネルギー E1 = 168

kJとする．落石衝突位置は，擁壁根入れ深さ 1.0 m，落石
の跳躍高 2.0 mより，擁壁下面から 3.0 mとする．現在の
落石条件として，斜面より重量W2 = 26.0 kN（落石寸法
D2 = 1.0 × 1.0 × 1.0 m），落石エネルギー E2 = 780 kJと
なる落石が発見されたものとする．なお，補強前後にお
いて，落石はいずれの場合も擁壁に対して水平に衝突す
るものと仮定する．
擁壁は，壁高 3.0 m，天端幅 0.5 m，底面幅 2.0 m（前面

勾配 1:0.5），擁壁延長 10.0 mとした．地盤条件は密な砂
礫層とし，N = 20，γ = 20 kN/m3，φ = 35◦，C = 0 kN/m2

と設定する．
補強工である本緩衝工は，実物大実験 3)と同様の規格・

構成であるとし，擁壁斜面側に擁壁下端から天端まで設
置することとする．また，既設擁壁を有効活用するため
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図 3 擁壁形状
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表 1 落石対策便覧（手法 A）による照査結果
項目 当初の落石条件 現在の落石条件
緩衝構造 なし なし あり

落石径 Dn (m) 0.6 × 0.6 × 0.6 1.0 × 1.0 × 1.0 1.0 × 1.0 × 1.0
落石重量Wn (W ) (kN) 5.616 26.000 26.000 (85.698)

落石条件 換算落下高 H (m) 30 30 30
衝突速度 v0 (Ve) (m/s) 24.257 24.257 24.257 (2.244)
荷重作用高さ Ln (m) 3.0 3.0 2.0
落石エネルギー En (kJ) 168 780 780

最大回転角 (°) 1.149 1.149 0.797
回転角照査 許容値 (°) 2 ∼ 3 2 ∼ 3 2 ∼ 3

安全率 Fs 1.741 ∼ 2.611 1.741 ∼ 2.611 2.509 ∼ 3.764
回転変形エネルギー EML (kJ) 10.039 185.612 7.652

エネルギー照査 可能吸収エネルギー EM (kJ) 13.203 13.203 7.895
安全率 Fs 1.315 0.071 1.032

照査結果 OK NG OK

表 2 重心浮上量（手法 B）による照査結果

項目 記号 単位 計算結果

初期重心高さ LG (m) 1.200

O点から重心点 Gまでの距離 rG (m) 1.769

限界重心浮上量 ha (m) 0.569

計算重心浮上量 hG (m) 0.260

γ ·hG (m) 0.390

安全率 (ha / γ ·hG) Fs - 1.459

照査結果 OK

に斜面側を 1.0 m掘り下げ，落石作用位置を擁壁天端から
落石径程度を確保（擁壁下面から 2.0 m）とすることで緩
衝性能を十分に発揮できるようにした．
2.2 入力荷重等
手法 Aの安定照査に入力する質量および速度は，既往

の提案式 4)により m = 8.739 ton，Ve = 2.244 m/sと算出さ
れる．一方，手法 Bの安定照査に入力する伝達衝撃力お
よび荷重継続時間は，同提案式により Pt = 2,498 kN，t =

79.5 msとなる．
3. 検討結果
3.1 落石対策便覧（手法 A）
表 1に手法 Aによる検討結果を示す．検討結果より，い
ずれのケースも回転角の照査は許容値を満足するものの，
現在の落石条件で緩衝構造を設置しない場合には基礎地
盤の弾性応答時の回転変形エネルギー EML が 185.612 kJ

と算出され，許容値である支持地盤の耐力から求まる擁壁
基礎地盤の可能吸収エネルギー EM = 13.203 kJを大きく
超過することが分かる．一方，緩衝構造を設置する場合
には，許容値 EM = 7.895 kJに対して EML= 7.652 kJとな
り，安全率は Fs = 1.032となる．なお，緩衝構造を設置
する場合の EM が他と比較して小さいのは，擁壁底面から
の荷重作用高さが 2.0 mになったことによるものである．

3.2 重心浮上量（手法 B）
表 2に現在の落石条件で緩衝構造を設置した場合にお
ける手法 Bの検討結果を示す．検討結果より，限界重心
浮上量 ha = 0.569 mに対し，計算重心浮上量 γ ·hG = 1.5

×0.260 = 0.390 mと算出され，安全率 Fs = 1.459が確保
される．

4. まとめ
本研究では，ソイルセメントを用いた緩衝工を敷設した

落石防護擁壁について，既往の研究にて提案された転倒
安定性に着目した重心浮上量の考え方による安定照査を
実施した．また，照査結果の妥当性を検証するため，落
石対策便覧に示される安定照査も併せて実施した．本検
討条件では，重心浮上量の考え方による安定照査方法は
落石対策便覧に示される安定照査方法よりも安全側に評
価され，本緩衝工の補強効果を併せて確認できた．
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